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第 1 章 はじめに 

 

本プロジェクト（グローバル管理会計原則の可能性と展望に関する研究）は、2017 年度日本

管理会計学会の産学協同研究グループの研究課題として採択された。本プロジェクトの目的は、

現在のようにグローバル化・多様化した実務で用いられている管理会計システムを検討してい

く際に、これらの実務を統合するようなフレームワークを構築していくことである。私たちは、

この目的を達成していくための一つの手がかりとして、CIMA(Chartered Institute of Management 

Accountants)と AICPA(American Institute of Certified Public Accountants)によって提唱されている

Global Management Accounting Principles(GMAP)に着目した。 

 GMAP は 2014 年に提唱されたが、2017 年時点において、この原則について十分な情報がなか

ったため、GMAP に関する調査・研究から始めることとした。この調査・研究の一環として、

GMAP がどのようにして構築されて来たのか、その成り立ちについて調査を行った。（第 2 章：

澤邉担当）次の段階として、企業の管理会計実務について実態調査を行い、GMAP の適用可能性

を検討し、さらに、今後の研究の方向性に関する提案を行った。（第 3 章・4 章：青木担当） 

 一方、IMA(Institute of Management Accountants)は Competency Framework において GMAP と

類似する概念を示している。これを研究することは、本プロジェクトの目的であるグローバル

化・多様化の時代における実務的な管理会計基準の有用性の検証に通ずると考え、このフレー

ムワークに関する調査・研究を行なった。（第 5 章：清水担当） 

 本プロジェクトの研究期間は 2 年であるが、その目的を考えれば、2 年間に限定されるもので

はなく、今後とも継続して行っていくべきものと考える。最後に、現時点までに行われた主要な

活動について簡単にまとめておく。 

・ 日本管理会計学会における報告：2018 年全国大会（慶應大学）における中間報告、2019 年

全国大会（専修大学）における最終報告 

・ GMAP 日本語版の公開(2018 年 1 月)：AICPA(Association of International Certified Professional 

Accountants)の主催による出版記念イベント（2018 年 2 月 27 日、ハイアット・リージェン

シー東京） 

・ 実務家へのインタビュー：2018 年 7 月 18 日、2019 年 8 月 1 日、8 月 7 日、8 月 13 日 

・ 実務家とのパネルディスカッション：2019 年 7 月 15 日 
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第 2 章 GMAP の成り立ち1 

 

2.1 新しいコンピテンシーに基づいたシラバス作成の土台 

 GMAP 誕生の直接の契機は、2010 年に実施された CIMA シラバスアップデートのための調査

であった。2010 年のシラバスアップデートは「新しいコンピテンシー」に基づいたシラバス(new 

competency based syllabus)作成を目指していた。その調査のなかで、普遍的に適用可能な管理会

計原則(a universally applicable management accounting principles)の必要性が提起されたのである。 

 

2.2 段階別アプローチによる GMAP 作成 

 GMAP の作成は、CIMA がシラバスをアップデートする際のアプローチを土台として発展さ

せたアプローチに沿って行われた。具体的には、次のような段階別のアプローチである。 

 

第 1 段階 既存研究の整理(desk based research)に基づくドラフト原案作成 

第 2 段階 内部コンサルテーション 

第 3 段階 改善修正 

第 4 段階 外部コンサルテーション 

第 5 段階 改善修正 

第 6 段階 最終チェック 

第 7 段階 公表 

 

第 1 段階では、既存研究の検討に基づきたたき台となるドラフト原案が作成された。事務局で

ドラフト原案を作成したのは CIMA の Head of Policy Research であった Naomi Smith である2。そ

の際に検討された既存研究としては、Berle and Means (1932), Burnham (1941), Van der Merwe (2007), 

Bromwich and Bhimani (1989, 1995, 2009), Zott and Amit (2010), Simons (2010), Ahrens and Chapman 

(2006)などが紹介されている3。 

第 2 段階で、事務局が作成したドラフト原案は、アドバイザリーパネルによる内部コンサルテ

ーションにかけられ、さらに CIMA の技術委員会で検討された。内部コンサルテーションを行

うアドバイザリーパネルは、英国、米国、中国、香港、日本、インド、オーストラリアの実務家

                                                        
1 GMAP の成り立ちに関する記述は、とくに指定のないかぎり、CGMA (2014c)に依拠している。 
2 内部コンサルテーションの対象となったアドバイザリーパネル用ドラフト原案（CGMA 2013）には、

Charles Tilly, Dr. Noel Tagoe からの貢献と、Peter Spence と William Spencer の協力を得て、GMAP は Naomi 
Smith によって作成された、記載されている。 
3 CGMA(2014c)においてこれら文献の書誌情報は提供されていない。本稿でも、これにならい書誌情報の

提供は差し控えることとする。 
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と研究者から構成されていた4。アドバイザリーパネルのフィードバック期限は 2013 年 11 月 14

日であった。 

また、アクセンチュア、バンク・オブ・アメリカ、ドイッチェ・バンク、フィデルティ・イン

ベストメンツ、IBM、JP モルガン、マーズ（Mars）、ロープス・アンド・グレイ（Ropes & Grey）, 

リグリーズ(Wrigley’s)などの企業や、2013 年度のグローバル・マネジメント・アカウンティング・

リサーチ・シンポジウム（Global Management Accounting Symposium）出席の研究者との意見交換

が行われた。第 3 段階では、第 2 段階の意見交換を反映したドラフト原案の改善修正が行われ

た。 

第 4 段階の外部コンサルテーションは、アドバイザリーパネル用ドラフト原案（CGMA 2013）

を修正したドラフト（CGMA, 2014a）が用いられた。外部コンサルテーションは、2014 年 2 月

20 日から 5 月 20 日の 90 日間の間に実施され、157 の書面によるレスポンスが得られた。会計

職業団体諮問委員会（Consultative Committee of Accountancy Bodies）5、国際会計士連盟、主要規

制機関・監督官庁などの主要ステークホルダーに対しては、個別にコンサルテーションの依頼が

行われた。また外部コンサルテーション期間に、各国をまわってラウンドテーブルを開催し、管

理会計の定義や、ドラフト原案の三原則（後述）や管理会計機能の核となる実務領域などについ

て、広くフィードバックを得た。書面レスポンスやラウンドテーブルでのフィードバックの地域

別・実務家研究者別の実数・比率は表 2.1 の通りである。 

 

表 2.1 外部コンサルテーション段階でのフィードバック 

(出所) CGMA(2014b, p.3)  

                                                        
4 筆者もアドバイザリーメンバーの一人として内部コンサルテーションプロセスに参加した。アドバイザ

リーメンバーリストは、http://www.cimaglobal.com/About-us/The-Global-Management-Accounting-
Principles/The-Global-Management-Accounting-Principles-Advisory-Panel/に掲載されていたが、2019 年 11 月

現在ではリンクは切れている。 
5 英国の５つの会計職業団体（Association of Chartered Certified Accountants, Chartered Institute of Public 
Finance and Accountancy, Institute of Chartered Accountants in England and Wales, Chartered Accountants Ireland, 
Institute of Chartered Accountants of Scotland)を包括する団体で、CIMA は設立メンバーであったが 2011 年

に離脱した。なお日本語名称は日本公認会計士協会(2000)「会計基準設定主体」2000 年 3 月 17 日作成、

に依拠した。 
 

 Total Ameri-
cas 

Africa Asia Austral- 
asia 

Europe Middle 
East 

Un-
known 

Practi- 
tioner 

Acade- 
mic 

Un- 
known 

Written 

Respon

ses 

157 17 36 25 6 66 3 4 136 11 10 

Round-
table 
Attende
es 

247 31 52 100 4 53 7 - 216 31 - 

Total 
(Ratio) 

404 48 

(12%) 
88 

(22%) 
125 

(31%) 
10 

(2.5%) 
119 

(29%) 
10 

(2.5%) 
4 

(1%) 
352 

(87%) 
42 

(10%) 
10 

(3%) 
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第 5 段階では、外部コンサルテーションからのフィードバックの分析には、「書面によるレス

ポンスとラウンドテーブルでの意見の比較照合(Collation)」「共通テーマの抽出」「優先度の高い

修正点の比較」「修正意見の選別とその理由の記録」などのステップが含まれていた。 

ここからさらにドラフト案は何度か書き直され、その度にアドバイザリーパネルからのフィ

ードバックが求められた。最終的に、CIMA の技術委員会やボードの最終チェックを受けたうえ

で GMAP(CGMA, 2014c)は 2014 年 10 月 22 日に公表された6。 

 

2.3 コンサルテーションドラフトからの変更点 

 外部コンサルテーションからのフィードバックに共通する要望として、「大胆な記述」「簡明な

記述」「人間の要素 people elements を含めること」「倫理・ガバナンス・持続可能性を明示するこ

と」「戦略開発の様々なアプローチを認めること」「図表を単純化すること」が前述の分析によっ

て確認された。 

 これら確認事項は、表現上の改善以外に次のような変化を GMAP にもたらした。第一に、「人

間の要素」が「原則」「業績システム」「実践領域」に追加されたことである(図 2.1)。ラウンドテ

ーブルでの意見交換を通じて、管理会計原則を活用する前提条件として、適切な能力を備えた人

間が必要であることが改めて認識されたことを反映している。 

 

図 2.1 効果的な管理会計機能の 4 つの要素 （出所） CGMA(2014c)  

 
 

 第二に、「GMAP の原則が 3 原則から 4 原則に変更された。コンサルテーションドラフトでは、

「影響力あるコミュニケーション communicating with impact」「価値創造モデル化 modelling value 

                                                        
6 Naomi Smith からアドバイザリーパネルメンバーへのメール連絡日に基づく。プレスリリースは未確

認。 
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creation」「目的関連性ある情報の提供 preparing relevant information」の 3 原則が提示されていた

（図 2.2）。これが、外部コンサルテーションを経て、「コミュニケーションは影響をもたらす洞

察を提供する communication provides insight that is influential」「情報は目的関連的である

information is relevant」「価値への影響の分析 impact on value is analyzed」「スチュワードシップは

信頼を築く stewardship builds trust」の 4 原則へと修正された」図 2.3）。 

 

図 2.2 コンサルテーションドラフトでの 3 原則 

 
（出所）CGMA(2013) 

 

図 2.3 GMAP の 4 原則   

 

（出所） CGMA(2014c) 

 

第三に管理会計の定義が修正された。まず、アドバイザリーパネルに向けた最初のドラフトで

は管理会計は次のように定義されていた。 
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管理会計は、組織が首尾一貫した態度で、コストやリスクや価値を倫理的に正しく管理

できるようする情報の作成と分析に関わっており、継続的な成功をもたらす事実に基づ

いた解決策を提供する。Advisory panel draft: management accounting involves the provision 

and analysis of information that allows an organization, with integrity, to ethically manage the 

costs, risks and value and to provide evidence-based solutions that influence sustainable 

success.(CGMA, 2013, p.7) 

 

 外部コンサルテーション用のドラフトでは、次の定義が与えられていた。 

 

管理会計は、組織が戦略を策定・実行し、その遂行のコントロールを支援する包括的な

情報の分析と提供を担う。管理会計は、組織の健全な意思決定に貢献することを通じて、

価値を創造し、組織の継続的な成功を確かなものにする。management accounting creates 

values and ensures sustainable success by contributing to sound decision making through the 

comprehensive analysis and provision of information that enable and supports organisations to 

plan, implement and control the execution of their strategy. (CGMA, 2014a, p.12) 

 

 外部コンサルテーションを経て、GMAP では次のような定義となった。 

 

組織にとっての価値を創造、維持するために、意思決定に関連する財務的情報と非財務

的情報を入手、分析、伝達、利用すること。management accounting is the sourcing, analysis, 

communication and use of decision-relevant financial and non-financial information to generate 

and preserve value for organisations.(CGMA, 2014c, p.50) 

 

 第四に、管理会計基準の適用対象として業績管理 performance management が明確化された。業

績管理における戦略策定・遂行との関係では、直線的な因果関係ではなく、フィードバック・ル

ープや継続的改善や因果学習が強調されることになった（CGMA, 2014c, p.18, GMAP 4．

Application to performance management, 1st para.）。 

第五に、戦略・管理会計機能・ビジネスモデルの関係の基底として、外部環境の意義が重視さ

れることになった（図 2.4）。 
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図 2.4 戦略をビジネスモデルに結びつける管理会計 

 

（出所） CGMA(2014c) 

 

最後に、実践領域がコンサルテーションドラフトにおける 12 領域から 14 領域へと拡張され

た。新たに追加されたのは「財務管理 financial management」と「内部監査 internal audit」の 2 領

域である。 

 

2.4 GMAP の利用方法の変更 

 GMAP の内容そのものではないが、GMAP の利用法もまた大きな変更が見られた。アドバイ

ザリーコミティー用コンサルテーションドラフト段階では、GMAP は「組織が、自組織の管理会

計への取り組みの成熟度を判断することを可能にすべく」作成されたと述べられていた（CGMA 

2013, p.6)。これに対応して、アドバイザリーコミティー用コンサルテーションドラフト、2014 年

には組織の管理会計成熟度を評価するための「オンライン診断ツール online diagnostic tool」が提

供されることになっていた。 

 2014 年 10 月に公表された GMAP でも、「自組織の管理会計機能を本原則に照らし合わせて評

価するためのオンライン診断ツールを開発している」（CGMA 2014c, p.6)と明記されている。 

 しかし、CGMA が 2014 年に公表したのは CGMA Competency Framework（CGMA, 2014d）で

あった。CGMA Competency Framework は、「管理会計専門家やその雇用者が、専門家として要求

される知識を理解し、専門家の役割を果たすために必要なスキルを評価することを手助けする

ためにこのフレームワークはデザインされた」と説明している（CGMA, 2014, p.2）。なお、2018

年にはガイドライン (CGMA, 2018a)とオンラインツール (CGMA, 2018b)が公開され、2019 年に
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フレームワーク自体のアップデート(CGMA, 2019)が行われている。 

 GCMA Competency Framework（CGMA, 2018a, p.4）では、「このフレームワークは個人の能力

開発に向けて構築されたものであるが、重要な組織的役割も果たし、財務専門家（管理会計専門

家）が個人の能力を開発し向上することを可能にするとともに、組織が財務チーム（管理会計チ

ーム）に要求されるスキルセットを計画し開発することを可能にする」と述べられている。この

ような説明からも、GMAP（CGMA, 2014c）において述べられていたオンライン診断ツールは、

CGMA Competency Framework Tool (CGMA, 2018b)として公表されたと考えられる。 
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第 3 章 Global Management Accounting Principles(GMAP)の概要と実務への適用 

 

3.1 GMAP の役割と機能 

 GMAP は、CIMA(Chartered Institute of Management Accountants)と AICPA(American Institute of 

Certified Public Accountants)によって提案された管理会計の実務に関する指針であり、その詳細

は、Global Management Accounting Principles(2014)（以後 GMAP(2014)と表記する）において説明

がなされている。7本節では、GMAP(2014)に基づき GMAP の説明を行い、そのポイントを明ら

かにしていきたい。8 

 最初に、GMAP の意義を理解するため、GMAP(2014)に依る管理会計の定義から始める。組織

の目的は継続的な価値を創り出し、これを維持していくことであり、管理会計はこの目的を達成

するために、戦略を策定し、実行することを助けるものとして定義されている。組織が長期的に

成功を収めていくためには、4 つ管理会計の機能、すなわち、有能な人材、明確な原則、適切な

業績管理、健全な実務という機能が必要になる。この関係は図 3.1 で示される。 

これら 4 つの機能は組織における意

思決定を改善すると考えられており、

これは、GMAP において意思決定が強

調されていることを意味している。意

思決定において情報は重要な役割を果

たしており、ここで、組織における意思

決定と情報の関係を整理することは、

なぜ、2014 年に GMAP が提案されたの

かその理由を探る一助となる。 

 意思決定は不確実な環境の中で行わ

れるものであり、有効な意思決定を行

うためには、多くの情報が必要である

と考えられてきた。一方、現在は情報化

時代と言われるようになってから久しく、情報技術の発展により、今日では多くの情報を比較的

容易に収集できるようになった。近年私たちが利用できるようになった情報は、私たちの想定を

超えており、情報が多いことにより、意思決定が麻痺し、軽率な行動をとってしまうことが生じ

るようになってきた。その結果、多くの組織は、本来必要のないコストを被り、資源の無駄遣い

を行うようになった。このような状況を打開するためには、情報の構造化が必要であり、管理会

                                                        
7 以後、GMAP(2014)は GMAP の説明がなされている冊子、GMAP は 4 つの原則を指すものとする。 
8 本節の説明は、GMAP(2014)に基づいているため、特に引用するという形は取らない。 

4

This document details the first universal set of Global Management Accounting 
Principles to guide management accounting practice. It is the result of research 
from across 20 countries in five continents. This included a 90-day public consultation, 
in which more than 400 people participated, representing organisations of many 
different sizes and across a range of industries. Public, as well as private, sector 
representation has been included so that the Principles have universal applicability.

1. Introduction

Figure 1: Constituents of an effective management accounting function

All organisations share an ambition to be successful over 
time. Successful organisations have effective 
management accounting functions. It is the combination 
of competent people, clear Principles, well managed 
performance and robust practices that make a 
management accounting function effective. 

This is demonstrated in Figure 1.

The Principles are intended to help organisations succeed. 
Management accounting alone cannot resolve the full 
range of issues that organisations face. It does, however, 
offer an approach to organisational management that aids 
the development and delivery of strategy to create and 
preserve value.

People Performance
system

Practice areasPrinciples

Success
over time

Effective management 
accounting function

図 3.1 管理会計の機能 
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計にこの「情報の構造化」を行う機能が求められるようになったと考えられる。 

 次に、GMAP で提案されるような原則がなぜ必要となるのか説明する。前述したように、管理

会計は戦略の策定と実行をサポートするものであり、組織が長期にわたり成功していくために

は、戦略における目標と実際の差を測定し、これを埋めていくことが必要になる。このような文

脈において管理会計に求められることは、評価を行うための尺度を設定し、これに基づき測定す

ることである。一方、管理会計の実務は、実施される組織・環境において異なるものと考えられ

るので、あらゆる場面に適用可能な原則が必要となる。そこで提案されたのが GMAP である。 

  

3.2 GMAP の目的 

 組織が生み出した価値を維持していくためには、組織が直面するリスクへ適切に対応する意

思決定をサポートしていくことが必要であり、GMAP の役割はこの点にある。GMAP の目的は、

管理会計システムを改善していくことであり、以下のように要約できる。 

・ 管理会計を表現する基本的な価値と属性の概略を示す。 

・ 管理会計という専門職に対する理解を深める。 

・ 管理会計が組織においていかに重要な役割を果たしているかを正確に認識し、さらに組織

の高い階層ではどのように利用されているかを理解する。 

・ 管理会計が持つ潜在的な能力が実現されるようにする 

 GMAP は多くの研究者・実務家の意見を集約して作られた。このため、多くの状況に適用でき

るものと考えられるが、その有効性については、適用される環境にも依存する。このため、GMAP

が実務で有効に活用されていくためには、以下の点を意識していく必要がある。 

・ 必要性を理解する：組織が継続的な成功を成し遂げていくために管理会計が役立っている

ことを理解する。GMAP が、組織の成功にどのような形で貢献しているかを常に検証す

る。 

・ ツールと技術：GMAP を実務に適用する場合、適切なツールや技術が必要となる。ツール

や技術を利用する際には、目的の変化に応じて適切なものを採用し、常に改良していくこ

とが必要となる。 

・ 診断：人の技能、GMAP、実務領域、業績管理システムは、組織は管理会計の機能の有効

性を評価し、改善を行うべき領域を識別することに役立つかどうかを診断する。 

 

3.3 GMAP の概要 

 ここでは GMAP を構成する４つの原則について説明を行う。これらの原則は、GMAP におけ

る管理会計の定義と関連しているが、幾分、抽象的に表現されている。そこで、GMAP との関連

が分かるような形で管理会計を定義する。 
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管理会計は、組織の価値を生み出し、維持していくため、意思決定に関連する財務的・非

財務的情報を入手、分析、伝達、利用するものである。 

 上述した管理会計の定義の下で、GMAP は以下の４つの原則から構成される。 

原則 1：コミュニケーションは影響をもたらす洞察を与える。 

原則 2：情報は目的関連的である。 

原則 3：シナリオ分析とモデルを通じて、価値への影響が分析される。 

原則 4：スチュワードシップは信頼を築く。 

 これらの原則は、以下のように図示することができ、以下ではそれぞれの原則について、その

目的と内容を説明していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3.1 原則１：コミュニケーションは影響をもたらす洞察を与える 

 原則 1 の目的は、組織のあらゆる階層で戦略とその実施について優れた意思決定を導くこと

である。この目的を達成するためには、情報の構造化が必要となることは以前述べた通りである。

重要な情報を適切に伝える管理会計システムを構築することにより、組織の中にある情報の障

壁を取り除き、統合化された考え方を組織内に浸透させることができるようになる。このような

組織では、情報を構造化して扱うことが可能になるので、結果的に、優れた意思決定を行えるよ

うになる。それゆえ、原則１は情報の構造化に関係していると解釈することができる。 

 組織が戦略を策定し実施していくためには、組織内にある階層内又は階層間でのコミュニケ

ーションが必要になる。また、組織内には様々な情報利用者が存在するため、情報利用者に応じ

図 3.2 GMAP 

9Global Management Accounting Principles: Improving decisions and building successful organisations

Strategy development and execution is  
a conversation

Discussions about strategy execution take place at all 
levels of the organisation and should involve all employees, 
eliminating siloed activity and thinking. This allows a clear 
line of sight between top-line objectives and individual 
targets. Management accounting brings rigour to these 
conversations, rooting them in evidence and informed 
judgement about the future.

Communication is tailored

The level of detail and method of communication is tailored 
to users of the information, to the decision under discussion 
and to different decision styles. The level of the audience’s 
financial knowledge is known and information is presented 
in a way that is easy for them to understand. Impact is 
achieved through robust, credible, timely and appropriate 
evidence-based information.

Communication provides insight that is 
influential

Objective – To drive better decisions about strategy and 
its execution at all levels.

Management accounting begins and ends with 
conversations. It improves decision-making by 
communicating insightful information at all stages of 
decision-making. Good communication of critical information 
allows management accounting to cut across silos and 
facilitates integrated thinking. The consequences of actions in 
one area of the business on another area can be better 
understood, accepted or repaired.

By discussing the needs of decision-makers, the most 
relevant information can be sourced and analysed. This 
means recommendations will be useful to the decision-
maker and achieve influence.

This Principle involves communicating in a manner tailored 
to the decision being considered, to those making the 
decision (or other audiences) and to the decision styles or 
processes being used. It requires breaking down complexity 
and providing transparency about how conclusions have 
been reached. When the right people have the right 
information at the right time, they are better placed to take 
decisions that will drive long-run value generation. This is 
how management accounting influences information-
based decision-making.

Figure 3: The Global Management Accounting Principles (detailed)

Help organisations plan for 
and source the information 

needed for creating strategy 
and tactics for execution

Drive better decisions
about strategy and its
execution at all levels

Actively manage relationships and 
resources so that the financial and 
non-financial assets, reputation and 
value of the organisation are protected

Simulate different scenarios  
that demonstrate the  

cause-and-effect relationships 
between inputs and outcomes

Communication provides 
insight that is influential

Stewardship  
builds trust

Information  
is relevant

Impact on value  
is analysed

Value
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たコミュニケーションが必要になる。原則１はこのようなコミュニケーションの必要性を示し

ている。 

 コミュニケーションにより交換される情報が影響を持つためには、情報自体がタイムリーで、

証拠に基づく信頼性の高い頑健な情報であることが求められる。原則１は、GMAP で論ぜられ

る情報全体に求められる特性に関係していると考えられる。 

 

3.3.2 原則 2：情報は目的関連的である 

 この原則の目的は、組織が計画することをサポートし、戦略を策定し、これを実施するために

必要となる情報を入手することに関連している。GMAP では、管理会計の中心的な役割を、「意

思決定者がタイムリーに関連情報を利用できるようにする」こととしており、その意味で、原則

2 は、意思決定に関わる情報、すなわち、関連情報について述べたものと考えることができる。

さらに、この原則は、情報を収集し、妥当なものとして認識し、分析を行えるよう加工し、蓄積

するプロセスも含んでいる。 

 この原則における重要なキーワードは「関連的(relevant)」であり、以下ではこのキーワードの

意味について触れることにする。原則１で述べたように、情報は証拠に基づく信頼性の高い情報

でなければならない。情報に求められるこのような特性を満たすためには、以下に示す３つの次

元においてバランスを取りながら情報を収集することが必要となる。すなわち、 

・ 時系列的なバランス（過去・現在・将来） 

・ 組織内部と外部のバランス 

・ 財務情報と非財務情報のバランス 

 次に、収集した情報を関連的なものとして認識するプロセスにおいて管理会計が果たす役割

について説明する。管理会計は、意思決定に対して最も関連する資源を識別し、どの情報が意思

決定に対して最も関連しているかを識別できるようなプロセスであるべきとされている。すな

わち、この原則において、管理会計は意思決定に最も関連した情報を識別するプロセスとして捉

えられている。 

 情報の価値は、正確さ、一貫性、タイムリーさといった情報の質にも依存する。このような情

報を入手するためには、情報から不必要なノイズを取り除き、分類し、篩にかけ、タイムリーな

ものを識別していくことが必要となる。管理会計には情報を構造化する機能があると考えられ

ているので、管理会計システムを通じて質の高い情報、すなわち、関連情報を収集し、分析して

いくことが可能になる。 

 

3.3.3 原則 3：シナリオ分析とモデルを通じて、価値への影響が分析される。 

 原則 3 の目的は、インプットとアウトプットの間の因果関係を証明する様々なシナリオをシ
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ミュレートすることである。上で示されるインプットとは、組織が有する資源であり、アウトプ

ットとは、組織が生み出す価値である。 

 企業が継続的に価値を生み出していくためには、戦略の成果を数量化し、目標が達成できるか、

組織の価値が維持されるのか、損なわれるのか、これらの確率を評価する必要がある。当然のこ

とであるが、組織の成果は外部の環境から影響を受けるので、戦略の成果を数量化する際には、

この点を考慮しなければならない。シナリオ分析とは組織が活動する環境が戦略の成果に与え

る影響を検討するツールである。戦略の成果を数量化する際には、ビジネスモデルが必要であり、

ここで利用される情報は、戦略の策定・実施に関連する情報であり、管理会計システムを通じて

得られると考えられる。 

 シナリオ分析は、不確実性に対応し、組織が直面するリスクを減らすために行われる。具体的

には、環境の変化に対応する複数のシナリオを比較するという形で実施される。この原則の下で、

管理会計はシナリオに対して優先順位をつけることが可能になる。ただし、ここで示される優先

順位とは、単にコストなどの数量的な尺度だけではなく、前節で示した、3 つの次元におけるバ

ランスを考慮した結果であり、統合的な考えに基づくものであることを意識する必要がある。 

 

3.3.4 原則 4：スチュワードシップは信頼を築く 

 この原則の目的は、組織の名声、財務的・非財務的資産や価値が守られるよう様々な関係と資

源を積極的に管理することである。ここで述べられている関係とは、組織の内外に存在するあら

ゆる関係を示している。例えば、組織内の人間関係、組織と外部（顧客、投資家、取引業者、社

会）との関係である。 

 この原則の根底にある考え方は、「信頼」に基づき「関係」が構築されるという考え方である。

このため、原則 4 は、信頼を得るために管理会計とその担当者は何ができるのかという点に焦点

を当てている。 

 管理会計担当者の役割は、意思決定プロセスに関わる利害関係者のニーズを調整することで

ある。その最重要なことは、利害関係の対立が存在することを念頭に置き調整を行うことである。

管理会計はこの調整に必要な情報を提供する。 

 この原則は、広い意味で社会からの信頼を得るために必要となるサステナビリティ

(sustainability)にも関連している。組織がサステナビリティを確保していくためには、価値を生み

出し続ける必要がある。これは組織単体で成しうるものではなく、社会との関係を適切に維持し

ていくことが必要となる。すなわち、組織は、社会に対し一定の価値を供与し、環境への影響を

最小限にしていかなければならない。管理会計は、経済的・社会的リスクや環境上のリスクを体

系的に識別することができるとされているので、この情報を用いてサステナビリティに関わる

活動と戦略を整合的なものとすることができる。 
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 管理会計担当者が信頼を得るためには、誠実さと倫理観が重要な要素となるので、原則 4 は、

誠実さと倫理観を求めていると考えられる。このため、管理会計担当者には、私情を挟まず、客

観的な情報に基づき、利害の調整を行うことが求められる。 

 

3.4 GMAP における人的資源 

 3.1 で管理会計の機能（人、原則、業績システム、実務領域）につい説明した。ここでは、GMAP

がどのように実務へ適用され、どのような実務領域に適用されるかについて説明する。その準備

作業として、前述した 4 つの管理会計の機能の関係を示すと以下のようになる。 

原則は人によって組織の業績管理と実務へ適用される。 

 以上より、「人」が GMAP の適用において重要な意味を持つことが分かる。そこで、「人」に

関する説明から始める。 

有効な管理会計システムを構築していくためには、「人」を養成していくことが必要である。

その際、どのような人材を養成すべきか具体的に示すことが必要となる。CGMA(2014)では、信

頼される財務の専門家に期待される能力を CGMA competency framework という形で具体的に示

している。すなわち、 

1) 技術的スキル(Technical skills)：会計と財務のスキル 

2) ビジネス・スキル(Business skills)：ビジネスに会計と財務のスキルを適用できるようなスキ

ル 

3) 人的スキル(People skills)：人の意思決定、活動、行動に影響を与えるスキル 

4) リーダシップ・スキル(Leadership skills)：組織内の様々なレベルで人を導くスキル。 

5) IT スキル(Digital skills)9：基本的なコンピュータ・リテラシーからクラウド・コンピューテ

ィングといった高度な知識までを含むスキル 

 1)技術的スキルを身につけることにより、組織内外の利害関係者と共有する情報を収集、蓄積、

加工、分析できるようになる。2)人的スキルを身につけることにより、財務の専門家は、データ

を洞察へ変えていくプロセスで、ビジネスやエコシステムの知識を利用できるようになる。3)人

的スキルとは、有効なコミュニケーションを行う能力であり、この能力を身につけた人は、意思

決定者の行動に影響を与えることができるようになる。4)人的スキルで想定されているレベルと

は、同僚レベル、機能レベル、戦略レベルであり、このスキルを身につけた専門家は、それぞれ

のレベルで人を導くことができるようになる。5)IT スキルは、財務の専門家が 1)から 4)までの

スキルを活用していく際に必要となる基本的なスキルであり、財務の専門家が将来においても

                                                        
9 原文では“Digital skills”と表現されているが、ここでは IT スキルという言葉を用いている。 
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専門家として活動していくために必須となるスキルである。このスキルを身につけるためには、

最新の技術に常に着目し、それを習得

していくことが必要になる。 

 これらのスキルの関係を図示すると

図 3.3 のようになる。この図から IT ス

キルがすべての 4 つのスキル（技術的

スキル、ビジネス・スキル、人的スキル、

リーダシップ・スキル）をサポートする

ための基礎的なスキルであることが分

かる。当然のことではあるが、専門家と

しての職業上の倫理・誠実さ・プロフェ

ッショナリズムが管理会計と財務の専

門家に求められる。 

 次に、これらのスキルと原則の関係

について説明するために以下の図を参

照する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 技術的スキルとビジネス・スキルは、主として原則 2（情報は目的関連的である）と原則 3（シ

ナリオ分析とモデルを通じて、価値への影響が分析される）に関係し、人的スキルとリーダシッ

プ・スキルは、主として原則 1（コミュニケーションは影響をもたらす洞察を与える）に関係し

ている。そして、原則 4（スチュワードシップは信頼を築く）が 3 つの原則を適用するための基

礎となっている。この図はまた、管理会計担当者が人的スキルやリーダシップ・スキルを身につ

けるに従い、組織に対する影響力が大きくなり、その役割も変化していくことを示している。 

About the CGMA Competency Framework
The CGMA Competency Framework is 
designed to help management accountants 
and their employers understand the knowledge 
requirements and assess the skills needed for 
both current and desired roles. The framework is 
underpinned by the need for objectivity, integrity 
and ethical behaviour, and includes a continuous 
commitment to acquiring new skills and 
knowledge. The CGMA Competency Framework  
is the foundation that will demonstrate the 
relevance and capabilities of a CGMA as a  
trusted finance and business strategist. 

The development of the  
CGMA Competency Framework 
The CGMA Competency Framework was 
developed through three phases of research:  
face-to-face interviews, round tables and an  
online survey. The participants were finance and 
non-finance staff at mid to senior levels, from 
diverse industries in both the private and public 
sectors. A total of 130 organisations from  
across 14 countries participated in the  
face-to-face interviews. The round tables were 
held in 20 countries from Asia, Europe, Africa 
and the Americas. Nearly 5,000 responses were 
received to the online survey, including CIMA 
members, employers, students, the wider finance 
community and academics.

Digital  
skills

Technical  
skills

Business 
skills

Leadership  
skills

People  
skills

CGMA Competency Framework      2

図 3.3 CGMA Competency Framework 

図 3.4 管理会計担当者の役割の変化 
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Providing evidence in the form of financial reports, 
management information and analysis is the traditional 
role of accountants in decision-making. By communicating 
insight and analysis in a compelling way, their role expands 
so that relevant information is considered before a decision is 
made. The outcomes of decisions also need to be explained in 
a compelling way to allow decisions to be implemented. 
Management accountants then measure progress and 
manage performance through to the intended outcome.

The role of management accountants is broadening as 
they contribute insight and exercise more influence. In 
doing this, their contribution to the organisation shifts 
from technical skills to commercial skills.

There is a clear link to the Global Management Accounting 
Principles; technical information on the left hand side is 
analysed for impact on organisational aims and is 
communicated with influence on the right hand side. 

The Framework comprises four areas: technical, business, 
people and leadership skills. Each area includes a series of 
competencies that are defined at four proficiency levels: 
foundational, intermediate, advanced and expert. Each 
competency prescribes a series of skill sets to assist 
professional development.

Management accountants should pursue lifelong learning, 
and continuous professional development. They must be 
objective, ethical and consider the public interest. They 
should help colleagues to overcome bias by rooting 
organisational decision-making and implementation in an 
evidence base, and by providing empirically tested, 
objective solutions wherever possible.

Management accounting professionals must pay due 
regard to the primacy of the organisation’s customers and 
the range of relationships that enable a business to 
operate. They must also understand the global macro-
economic environment to assess information based on its 
relevance to their organisation.

A combination of accounting and financial expertise, business 
understanding and analytical skills and appropriate 
business experience means that management 
accountants are practical and grounded in operational 
reality.

Figure 5 demonstrates how the role of management 
accountants is changing and how they can increase their 
influence by achieving more impact.

Figure 5: The changing role of management accountants

< Technical skills Commercial skills >
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Impact on value  
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 最後に、原則が適用される実務領域について説明を行う。GMAP(2014)では、この原則が適用

される 14 の実務領域を示しており、以下ではこれを説明する。 

1. コスト・トランスフォーメーションとコスト・マネジメント (Cost transformation and 

management)：価値創出を維持し、さらに増やしながら浪費を削減する試み。これは、利害

関係者に将来価値を与え、顧客目線の技術革新へ投資を行うため、資源を開放しながら、組

織全体について無駄を継続的に識別し、減らしていくことに関係する。 

2. 外部報告(External reporting)：期待される将来の業績を有効に評価するための基礎となる、組

織の財務的・非財務的業績、ビジネスモデル、リスクと戦略についての統合的かつ包括的な

見解。 

3. 財務戦略(Financial strategy)：様々な戦略の中から企業の正味現在価値を最大化するような戦

略を識別し、競合する機会へ希少な資本資源を配分し、すでに示されている目的を達成する

ために選ばれている戦略を実施し監視する。 

4. 内部統制(Internal control)：価値創出と維持に対するリスクを管理するための方針、システム、

プロセス、手続きに関するフレームワークを文書化すること。これは、このフレームワーク

を能率的かつ有効に実行し、フレームワークを報告・監督することを含む。 

5. 投資評価(Investment apprisal)：戦略との整合性、オプションの優先順位、利用可能性、受容

可能な利益対受け入れることのできないリスクといった点から特定の投資を行うべきかど

うかを評価すること。 

6. マネジメント・コントロールと予算統制(Management and budgetary control)：組織のあらゆる

レベルで事前に決められた目標に対し、あらかじめ業績をコントロールするようなシステ

ム。これは、プロジェク ト、人的資源、活動、プロセス、販売数量と売上、資源、業務費

用、資産、負債、キャッシュフローや他の非財務的な尺度を含む。 

7. 価格、値引、製品の決定(Price, discount and product decisions)：どのような製品を生産し、ど 

のようなサービスを提供するかを決める、販売価格を決め、製品とサービスについて値引き

の方法を決める。 

8. プロジェクト管理(Project management)：必要な時、必要な場所で適切な知識と資源を利用で

きるようプロジェクトのすべての側面を統合化すること。とりわけ、期待された成果が、タ

イムリーに、コストが有効に活用され、品質がコントロールされるような方法で生産される

ことを保証する。 

9. 規制と法令遵守(Regulatory adherence and compliance)：会計、法令上の報告、税、その他法令

遵守に関係する法令の義務を実施すること。目的は、処罰や他の強制的な活動を避け、優れ

た企業として市民権を得るよう組織としての評判を高めること。 

10. 資源管理(Resource management)：組織が意思決定を行う文脈において、資源の利用可能性に
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ついて優先順位を考えること。これは、企業が能率的かつ有効に製品やプロセスを継続的に

改善できるよう管理していくのに役立つ。これは、資源、システム、従業員を戦略的目的や

組織の優先順位に整合させることを含む。 

11. リスク管理(Risk management)：戦略目的の達成を助けるために、組織の活動から生じる不確

実性を識別し、評価し、対応するプロセス。 

12. 戦略的な税管理(Strategic tax management)：組織の税金の支払状況が、あらかじめ法的な要

請を満たすよう管理しながら、財務分析と意思決定において税がどのような役割を果たす

か決めること。 

13. 資金と現金管理(Treasury and cash management)：企業が扱うすべての財務的な事項。ビジネ

スを行うため外部・内部から資金を調達すること、為替や利率のリスク管理、金融機関、資

金と現金の管理も含む。 

14. 内部監査(Internal audit)：組織のリスク管理、ガバナンス、内部統制プ ロセスが有効に機能

することを独立的に保証すること。これは、時々、統制の管理レビューと呼ばれることもあ

る。 

 GMAP では上記の 14 の実務領域に対する管理会計者の貢献とそれぞれの領域において 4 つの

原則がどのように適用されているかについて述べている。この点については、図 3.7a、3.7b、3.7c

を参照いただきたい。 

 

3.5 GMAP における業績管理システム 

 組織が将来にわたり継続的な成功を収めていくためには、事前にコストとリスクを管理しな

がら、株主に対する価値を生み出していくために機会を捉え、これを利用していかなければなら

ない。その際、重要となるのが、業績管理システムである。ここでは、GMAP の適用において重

要な役割を果たす、業績管理システムについて説明を行う。GMAP では、業績管理システムを戦

略(Strategy)、計画(Plan)、実施(Execution)、検証(Review)からなる一連のループとして定義してお

り、以下ではそれぞれについて説明するところから始める。 

 戦略とは、組織の長期的な目的がどのようにして達成されていくかを明示的に示したもので

ある。業績管理システムでは、戦略が成功裏に実施されたかについて評価を行う必要があり、そ

のためには、評価尺度について事前に決めておく必要がある。 

 計画とは、戦略で示される目的の意図を具体的に示したものであり、計画を実施する際には、

組織は以下のものを準備しなければならない。 

1) 必要とされる資源 

2) 資源を価値あるアウトプットへと変えることを可能にするプロセス。 

3) 目的が達成されたことをチェックするためのモニタリングシステム 
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 戦略や計画において「データ・プランニング」は非常に重要である。これは、目標を設定した

り、代替案の優先順位を決めたり、結果を予測したり、計画の実施状況を測定するために必要と

なるデータを入手、整理、洗練化し、具体的に表現することであり、原則 2（情報は目的関連的

である）に基づき設計されるべきである。データ・プランニングは、インプット・アウトプット

に関する尺度と測定結果に関するデータを迅速に入手することを目的としており、GMAP を実

務へ適用する際には、この考え方に基づきデータを収集・利用することが必要となる。 

 実施は、組織目標を達成するために必要な行動を導くよう資源をタイムリーに提供し、最善の

インセンティブ・システムを構築することに関係している。戦略や計画が実施される段階で、成

果をリアルタイムに入手し、目標が達成されているかどうかを確認する必要がある。データプラ

ンニングでは、この実施段階のデータも適切に入手できるよう設計する必要がある。 

 検証は、計画が実施される際の実施項目やプロセスについて結果を分析することであり、この

分析結果を利用し計画を修正することも含んでいる。この局面で重要となるのは、フィードバッ

クである。すなわち、計画における実施項目やプロセスが能率的に行われたか、目標を達成した

か、目標に対してどのような貢献を行ったかなどに関する情報を意思決定者に提供するシステ

ムが重要である。このような一ステムにより、意思決定者は、必要に応じて戦略や計画を修正す

ることができるようになる。 

 最後に、業績管理システムを構成する 4 つの要素（戦略、計画、実施、検証）が GMAP とど

のように関わっているかを説明する。図 2.5a と 2.5b は、GMAP の 4 つの原則を業績評価システ

ムに適用する際、業績管理システムを構成における 4 つの局面（戦略、計画、実施、検証）にお

いて考慮すべき点または注意すべき点が示されている。 
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図 2.5a GMAP（原則 1・2）を業績管理システムへ適用 
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表1：業績管理システムへのGMAPの応用

内外の利害関係者を識別し
ているか？

利害関係者の利益、影響、
組織目的と関係は明らか
か？

戦略目標がどのように組織
目的を表現するかについて
明確か？

利害関係者のグループはど
のような形で戦略に関する
対話に関わっているか？ 

戦略目標達成のリスクが、
主要な利害関係者に対して
どのように伝えられる
か？

例えば、競争的場面、経済
的情勢、規制や法律的なフ
レームワークなどの外部環
境は考慮されているか？

例えば、市場のシェア、資源
の入手可能性、能力の評価
などの組織の戦略的なポジ
ションは識別され数量化さ
れているか？

成功に関する重要な尺度に
ついて同意されているか？

データ・プランは、どのよう
に業績管理をサポートする
か？

キーとなるリスクとその緩
和策は識別されているか？

イニシアチブとプロセスは、
伝達された戦略目的とどの
ような関係があるのか？

人々の仕事は、どのようにイ
ニシアチブとプロセスに調
整されるか？

人とチームが行っているこ
とと戦略目標との間に照準
線はあるか？

イニシアチブとプロセスの
実施結果を思った通りに評
価できるようなデータ・プラ
ンをビジネス・プランは持っ
ているか？

マネジメント情報システム
がビジネス・ユーザーによっ
て定義され承認されている
か？

伝達された結果は、利害関
係者のニーズに応じて伝え
られるか？

結果は、戦略目標への影響
という観点から伝えられる
か？

結果は、アクセス可能な情
報であるか？

マネジメント情報システム
が構築され、意思決定支援
の準備ができているか？

組織は、財務・非財務的な
結果についてのリアルタイ
ムな情報に即座にアクセス
できるか？

早い段階で補正行動を行う
ための早期警戒指標は適切
か？

管理情報は、予想業績の評
価を含むか？

管理情報は、イニシアチブと
プロセスについての有効性
と効率のチェックを含む
か？

管理情報は、代替的なオプ
ションの評価を含むか？

管理情報は、実施後の調査
を含むか？

管理情報は、以下の決定に
ついてどのような情報を与
えてくれるのか？

•  実行の洗練化

• 将来の計画

• 将来の戦略

情報は目的関連的
である 

Strategy Plan Execute Review

コミュニケーション
は影響をもたらす洞
察を提供する 

Performance management system
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図 2.5b GMAP（原則 3・4）を業績管理システムへ適用 

 

3.6 実務への適用 

 財務会計の領域では、GAAP や IFRS といった、組織の財政状態や過去の業績を評価するため

のフレームワークが存在しているが、管理会計の領域では、管理会計担当者が、意思決定をサポ

ートしたり、業績を改善することを助けるようなフレームワークが存在していない。組織は継続

的な成功を収めていくために管理会計の機能を利用しようとするが、GMAP はその際に、それ

ぞれの組織に適合するような管理会計システムを構築するための基礎を与えてくれる。 

 組織が継続的に価値を得ていくためには、管理会計の専門家は管理会計だけを担当するので

はなく、組織全体に対して貢献することが必要になる。その意味で、実際に GMAP を実務に適

用する場合、CFO の役割が重要になってくる。そこで、CFO の役割と管理会計の機能の関係を

整理しておく。 

 CFO の職能は、資金を調達し、これらの資金を組織目的の達成のために利用し、どのように

22

戦略的なオプションは、組
織の戦略的なポジションと
主なリスクの文脈で評価さ
れているか？

顧客価値の提案は魅力的で
あるか？

ビジネス・モデルは競争的
で迅速に対応可能なもので
あるか？

組織の価値は明らかにさ
れ、内外の全ての利害関係
者が利用できるか？

異なる利害関係者の利益
は、対立しているか？

投資の評価期間中の環境
要因は、考慮されている
か？

戦略的意思決定を実施中
の評判リスクを考慮してい
るか？

求められている成果への影
響を調査、シミュレーショ
ン、検証をすることにより予
定されているオプションの
正当性が確認されている
か？

効率性と求められている成
果への影響に基づき、オプ
ションに優先順位がつけら
れ、計画され、資源配分さ
れているか？

オプションは、どのように関
連するリスクを考慮してい
るか？

関連する従業員やビジネ
ス・パートナーは、計画に対
する説明責任を認識してい
るか？

批判的な思考法と挑戦への
意欲は、生み出されている
か？

計画の影響を受ける人々
は、詳細な調査のためにタ
イムリーな方法で計画を利
用可能にしているか？

短期の活動についての意思
決定が行われる場合、長期
的な価値への影響は考慮さ
れるか？

オプションは、うまく調整さ
れ、組織的に実施されてい
るか？

リスク管理のシステムは、リ
スク生じる可能性とリスク
がオプションの実施に与え
る影響をいかに減らしてい
るか？

期待通りに行われていない
行動は、即座に検証される
か？

組織に頑健な内部監査機
能があるか、組織が統制を
行う環境は整えられている
か？

関係する利害関係者は、タ
イムリーに基準の違反があ
ることに気づいている
か？

モデル化されたシナリオに
対して結果は分析される
か？

ビジネス・モデルの継続的
な改善のために、この分析
を利用するか？

分析は、予想される精度を
改善するために使われる
か？

従業員は、あらかじめフィー
ドバックを行おうとしている
か？

監査の手続きは維持される
か、これを文書化したもの
は、詳細な調査のために利
用できるか？

個々の業績目標は、短期の
成果よりはむしろ、長期の
価値創出と結び付けられて
いるか？

価値への影響が分
析される

スチュワードシッ
プは信頼を築く

Performance management system

Strategy Plan Execute Review
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利用されたかを報告することであり、以下の図のようにまとめることができる。 

 
図 3.6 管理会計の主要な機能と CFO の役割 

 図 3.6 から、CFO の守備範囲は、管理会計の主要な機能として挙げられている、会計以外の専

門知識(Other technical expertise)、外部報告(External reporting)、管理情報(Management information)、

業績管理(Performance Management)、情報システム(Information system)、財務会計と業務(Financial 

accounting and operations)と管理会計以外の領域(Other area)をカバーしていることがわかる。これ

は、実務において管理会計システムを運用していく際には、CFO が重要な役割を果たすことを

意味する。 

 3.4 では管理会計の主要な実務領域（14 領域）を示した。以下では、管理会計がそれぞれの実

務領域において価値の生成にどのように関わり、それぞれの実務領域の中で、管理会計担当者が

どのような形で貢献しているのかをまとめる（図 3.7a、3.7b、3.7c）。 
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5. Application to practices

Frameworks that underpin the Generally Accepted Accounting Principles and International 
Financial Reporting Standards, provide clarity about how to report the organisation’s financial 
position and past performance. Until now, there has been no equivalent framework to guide 
management accountants in supporting decision-making, contributing to improved performance 
and achieving sustainable success. The Global Management Accounting Principles fill this void 
by providing a basis on which organisations can set their own standards for the management 
accounting function.

activities that the management accounting function, under 
the leadership of the CFO, must do well to assure 
stakeholders of sustainable financial performance. The key 
activities of the management accounting function are 
illustrated in Figure 7.

Extracting value from information is a key source of 
advantage. The Principles provide CFOs and boards with 
this capability.

The role of CFOs is changing. In many organisations that remit 
is expanding to include IT, human resources, and even 
operations. All CFOs however, have responsibility for the 
management accounting function. To ensure breadth of 
relevance to organisations globally, this document 
therefore limits the application of the Principles to the key 

Figure 7: The key activities of a management accounting function

Figure 7
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図 3.7a 管理会計の実務領域への適用10 

                                                        
10 図 3.7a における「コストの変質とコスト・マネジメント」としているが、これは 3.4 で示されている

実務領域「コスト・トランスフォーメーションとコスト・マネジメント」に対応する。 
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表2：管理会計機能の中心的な実務領域

実務領域 定義 組織にとっての価値 実務領域に対する管理会
計担当者の貢献

コストの変質とコ
スト・マネジメント

価値生成を維持する、または高めなが
ら、無駄を削減する活動。その活動は、
利害関係者に対し将来の価値を生み
出すようなイノベーションへの投資を行
うため、資源を解放しながら、組織全
体にわたり継続的に無駄を識別し、削
減する。

金額に見合った製品やサービス価値の
提供を通じて顧客満足の向上させる。

リーン文化を育て、革新的な製品やサ
ービスを生み出すことにより組織の競
争優位を高め、利害関係者の価値を
増やす。

組織全体のコスト・ドライバーを理解
する。

価値連鎖の能率が改善されることを支
援する。

ビジネスの中に存在している関連する
部署と協力して原価目標を設定する

外部報告 組織の財務・非財務的な業績、ビジネ
ス・モデル、リスクと戦略についての統
合的、包括的な展望を提供する。これら
は、期待される将来の業績を有効に評
価するための基礎となる。

組織が広い範囲の利害関係者と関わ
り、組織の戦略、ビジネス・モデル、業
績を説明することを助ける。

組織が報告を、統合的な思考によって
導かれる価値創出活動とみなすことを
促す。

取締役会で定期的に示される情報を、
戦略目標の文脈で報告する。

報告が規制やガバナンスに対応すること
を確実にする。

財務戦略 企業の正味現在価値を最大化すること
を可能にする戦略を識別し、競合する
機会に希少な資本資源を配分し、あらか
じめ決められた目標を達成するために
選ばれた戦略を実行し、監視する。

組織の価値は、所有者と他の利害関係
者のために最大化される。

組織の資金必要額は、所有者や他の
利害関係者が持つ期待とバランスがと
られる。

投資機会は綿密に評価され、頑健に実
行され、適切に管理される。

資金を効率的に調達。

投資の評価。

配当方針の設計と実行。

運転資金のコントロール。

資本構造の最適化。

内部統制 価値を生み出し維持できるようリスクを
管理していくための方針、システム、手
続きのフレームワークを文書化し、フレ
ームワークを能率的かつ有効に実行し、
報告し、監督する。

有形・無形の資産が保護され、財務・非
財務的な資源が正しく説明されること
を合理的に保証する。

誤謬や不正のリスクと財務的な損失を
被る可能性を減らすことにより、組織の
財務的なスチュワードシップを高める。
これにより、信頼の高い報告ができるよ
うになり、適切な意思決定と財務管理
を可能にする

資源の保護に対し信頼を与えるようなシ
ステム、プロセス、手続を管理し、監督
し、報告する。
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図 3.7b 管理会計の実務領域への適用 
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実務領域 定義
組織にとっての 
価値 

実務領域に対する管理会計担当
者の貢献

投資評価 戦略との整合性、オプションの優先順
位、入手可能性、受入可能な利益がある
かどうかという観点から特定の投資を続
けるか否かを評価する。

利害関係者の価値を生み出す
ような機会を優先し、価値を
損なう可能性を避けるように
資金調達の機会に優先順位を
つける。

組織が特定の投資を行うことについて数値化
可能な価値を決めるために適切な計算と分析
を行う。

評価にあたり考慮されるべき全てのリスクを理
解する。

機会が利用されるべきか、あるいは避けられる
べきかについて、現実のオプションを意思決定
者に提供する。

マネジメント・コ
ントロールと予算
統制

組織の全てのレベルであらかじめ設定
された目標に対する業績を、率先して
コントロールするシステム。これは、活
動、プロジェクト、人員、プロセス、売上
高、資源の量、業務費用、資産、負債、
キャッシュ・フローや他の非財務尺度な
どを含む。

組織が、目標に対して業績を評
価し、改善のための活動を行う
ことを助ける。

計画された活動を実行する立
場にいる管理者が業績を先ん
じて管理できるよう、説明責任
と統制を分権化する手段を提
供する。

計画された目標に対する財務と業務の業績を監
視し報告する。

価格、値引、製品
の決定

どのような製品を生産し、どのようなサ
ービスを提供するかを決め、製品やサー
ビスの販売価格と値引の枠組みを決定
すること。

製品とサービスの収益性を高
め、組織が標的とする市場にお
いて製品・サービスの位置づけ
を決める際に役立つ。

目標価格とマージンを決定し、目標原価を決め
るため市場を分析する。これは、製品、顧客と流
通チャネルの収益性・貨幣価値を最大化する。

どのキャッシュ・フローが、価格決定の計算に関
連するかについて理解する。

ビジネス・モデルを知り、その範囲内における特
定の製品やサービスの適合性を理解することに
より、市場におけるポジショニングを助ける。

特定の製品・サービスへの資金配分の決定を容
易にするため、複雑な数値を理解可能な勧告と
して表現すること。

プロジェクト管理 プロジェクトの全ての局面を統合する。
そうすることで、適切な知識と資源が必
要な時、必要な場所で利用可能になる。
とりわけ、期待される成果が、タイムリー
に、コスト有効的に、コントロールされ
た品質で生産されることを保証する。

実現されたプロジェクトと最小
化されたリスクからベネフィッ
トを得るチャンスを増やすよう
プロジェクトをコントロールす
る。

プロジェクトの計画、予算、支出に対して、財務
的な調査を提供する。

プロジェクトに十分な資源が割り当てられ、プロ
ジェクトの目的が組織の戦略的な優先順位を合
致していることを保証する。

関連する利害関係者から有効な賛同を得るため
にプロジェクトのプロセスを伝える。

規制と法令の遵守 会計、法令の報告、税やその他の規制に
関して、法令や規制を守る。その目的
は、罰則や活動の制限を避けることや、
組織が優良な市民であるという名声を高
めることである。。

規制による直接・間接的なコス
トを避けることを通じて、価値
を維持し、損失を軽減するのに
役立つ。

現在および将来の発展と組織に及ぼす潜在的な
影響を理解するため、規制の全体的状況を監視
する。

コンプライアンスを満たす場合、満たさない場
合についてのコストを計算し、評価する。

組織が法律の文言と精神の範囲内でコンプライ
アンスにアプローチすることを保証する。
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図 3.7c 管理会計の実務領域への適用 

 GMAP における 4 つの原則が、実務領域の中で機能しているかどうかを見極めるためのチェ

ック項目があれば、現在利用している管理会計システムが有効に機能しているかどうかを評価

できるようになる。GMAP(2014)では、14 の実務領域において、4 つの原則が機能するチェック

項目を示している。これを全て示すことは、紙面の都合上難しいので、1 つの例として、「コス

ト・トランスフォーメーションとコスト・マネジメント」を取り上げ説明を行う。他の実務領域
27Global Management Accounting Principles: Improving decisions and building successful organisations

実務領域 定義 
組織にとっての 
価値

実務領域に対する管理会計担当
者の貢献

資源管理 組織的な意思決定の文脈で資源の利用
可能性について優先順位を考慮するこ
と。これは、組織が効果的、効率的に製
品やプロセスを継続的かつ大幅に改善
することを助ける。また、資源の配置、シ
ステム、従業員を戦略目的や組織の優
先順位と整合させることに関連する。

組織が効果的、効率的に製品
やプロセスを継続的かつ大幅
に改善することを助ける。

希少な資源の利用可能性について優先順位を十
分に考慮する。

必要性、利益とオプションを強調する経営資源
マップを生み出す。

異なる資源配分について機会原価と比較優位が
与える影響を理解する。

リスク管理 戦略目的の実施をサポートする組織の
活動から生じる不確実性を識別、評価、
対応するプロセス。

これらのリスクに対する認知と
管理は、組織が戦略を実施し、
利害関係者の期待を満たす際、
成功の可能性を高めたり、戦略
が失敗する可能性を低くするこ
とに役立つ。

リスクを識別し、リスクの大きさ、組織とその環
境に相応する適切な対応を行うようアドバイス
する。

リスク管理を考え方に埋め込み、計画や業績と
一緒に考慮する。

財務以外の担当者が、組織全体のリスクの可能
性や影響を評価し、適切な対応を決めることを
支援する。

戦略的な税管理 法的要件が満たされるよう組織の税務
のあり方を事前に管理しつつ、財務分析
と意思決定を行う際の租税の役割。

組織が活動する分野において
関連する税法に関心を持ち、理
解するようになる。

移転価格政策についてのアドバイス。

合併、買収に対する税金の影響について分析
を行う。

資本投資の意思決定に関する税金の影響につい
て計算する。

組織の倫理的道義心をもち行動する。

資金と現金管理 事業のために必要な企業内外からの資
金調達、為替と金利リスクの管理、銀行
取引、資金調達と現金管理など、企業が
扱うあらゆる財務上の事項。

組織は債務について十分な現
金を保有し、優先されるべき機
会に資金を提供できる程度の
現金を保有しなければならな
い。

組織が為替変動に直面する際
のリスク・マネジメントを提供す
る。

財務担当者の求めに応じ、貸借対照表やキャッ
シュ・フロー計算書から情報を提供する。

正確な予想キャッシュ・フロー計算書を作成す
る。

財務上のリスクを管理する。

内部監査 組織のリスク管理、ガバナンスと内部統
制プロセスが有効に機能していることを
独立して保証する規定。11それは、しばし
ば経営者レビュー・コントロールと呼ば
れる。

評判、環境、社会的なリスクを
含む主要な財務・非財務的なリ
スクが、組織によって適切にコ
ントロールされ、組織の長期的
な価値が守られていることを保
証する。

内部監査人が、外部監査人のプ
ロセスを支援すること。

内部監査は、リスク管理、コン
トロールとガバナンスの有効性
を評価、改善する組織的なアプ
ローチである。

内部監査とコントロール機能についての費用便
益分析によって、保証の効率的な提供を促進す
る。

会計と内部統制システムを継続的に評価し、再
びその正当性を認める。
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についてはについては GMAP(2014)を参照いただきたい。 

 

図 3.8 Cost transformation and management における GMAP の 4 原則 
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w ビジネス・モデルの要素全般についてコスト・ドライバー
の業績尺度が設定され、洗練されていく。鍵となる結果
に対するコスト・ドライバーの影響は、価値創出や維持を
理解するために計算される。

w ビジネス・モデルや価値連鎖における価値ドライバーの
解釈を通じて、コストの成果を改善するためのアプロー
チが設計される。

w 合理的であり、ストレッチング（達成可能であるが容易に
は達成できないという意味）なコスト目標が策定され
る。

w 価値連鎖の効率性は、時系列的に比較される。

w  コスト変質のプロセスは、活動が利害関係者のニーズに
継続的に関連するよう、定期的に調査される。

スチュワードシップは信頼を築く
w  従業員の活動が組織の目的や予定されている将来のニー
ズと合致するよう、従業員のインセンティブは設計され
る。

w コンプライアンスは、常に、内部的な方針や手続き、また
は必要に応じて、関連する法的規制により維持される。

w 機会原価が計算され、推奨されるアプローチが、組織に
対する正味の価値に基づき改善される。

コミュニケーションは影響をもたらす洞察を提供する
w 原価目標は、同意を得るために、企業内にいる同僚やビ
ジネス・パートナーと議論し、展開される。それらは、時
間とともに洗練されていく。

w アプローチを実行するための計画は、関連する従業員や
ビジネス・パートナーから同意を得ている。

w コストの計画は、多様な利害関係者に対応できるよう細
分化されている。

w コスト・マネジメントのアプローチが、組織全体にどれほ
ど浸透しているかについてのレポートが作成される。

w コスト・ドライバーが、将来、有効に管理されるように、コ
スト・ドライバーは関連する従業員やビジネス・パートナ
ーにより分析され、議論される。

情報は目的関連的である
w コスト・ドライバーが認知され、記録される。 

w  ビジネス・モデル全体のあらゆる要素についてコスト・ド
ライバーを測定した結果は、時系列的に比較される。

w コストは、関連する組織における同等のコストと比較さ
れる。

w 資産活用については、その(業界)クラスで最高ものをベン
チマークとして、時系列的に比較される。

w 前年から部門別／機能別に集計されたコストと生産水準
は既知であり、比較される。

価値への影響が分析される
w 関連するデータ・モデルが利用され、価値創出のプロセ
スは、結果への影響を推定するために洗練されていく。

w  ビジネス・モデルは見直され、コストの効果について評価
される。

Cost transformation and management
定義 － 価値創出を維持あるいは高めながら無駄を省くような活動。それは、利害関係者に将
来価値を与える顧客目線のイノベーションに投資をするため、資源を解放しながら、組織全体
における無駄を継続的に識別し削減していくことに関わる。
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第 4 章 実務における GMAP の評価 

 

 本章の目的は、実務において GMAP がどのように評価されているかを明らかにすることであ

る。理想的には、アンケート調査を行い、調査結果を統計的に分析することが必要と思われる。

しかし、GMAP 自体が日本企業において浸透しているとはいえず、十分な調査を行うことを期

待できない。そこで、本プロジェクトでは、企業で管理会計に関わる業務をしている実務家にイ

ンタビューを行なった。 

 インタビューは 4 人に対して行われた（2018 年に 1 人、2019 年に 3 人）。2018 年のインタビ

ューと 2019 年のインタビューは、その目的・内容が異なっている。2018 年は、私たちの研究プ

ロジェクトが始まったばかりであり、GMAP や CGMA に関する知識も乏しく、GMAP に関する

基礎的な知識を入手することを目的として行った。2019 年のインタビューは、GMAP に関する

実務家の意見を聴取することを目的として行った。 

 

4.1 CGMA と GMAP（2018 年のインタビュー） 

 2018 年のインタビューは 2019 年に予定されている調査の準備的作業として位置付けられる。

このため、2018 年のインタビューの目的は、①CGMA という資格に関する情報収集、②GMAP

に関する印象を調査する、ことである。目的①を達成するために、CGMA の資格を有する実務

家（以後 Z 氏と記載する）にインタビューを行った。Z 氏のプロフィールは以下の通りである。 

職業：外資系の企業に勤務しており、そこでコントローラーをしている。 

学歴：商学系の 4 年制大学を卒業し、現在、インタビュー当時都内の大学院（経営系）に通

っていた。 

 Z 氏は、会計に関する基礎知識を有し、インタビュー時には経営系の大学院で学んでおり、経

営・マーケティングについても深い知識を有していると考えられる。インタビューの目的①と②

に関する回答を示す前に、CGMA という資格試験について簡単に説明しておく。 

 CGMA の資格を取得するためには、戦略(Strategic)、管理(Management)、業務(Operational)、入

門(Certificate)11という 4 つのレベルがあり、それぞれのレベルには 3 つの科目が配置されている。

1 つのレベルをクリアするためには、3 つの科目に合格する必要がある。例えば、最上位のレベ

ルである戦略レベルには、戦略マネジメント(Strategic Management)、リスク・マネジメント(Risk 

Management)、財務戦略(Financial Management)という 3 つの科目が設定されており、このレベル

に合格（CGMA の資格を得る）ためには、これら 3 つの科目の全てに合格しなければならない。

CGMAの詳細については CIMAの URL(https://www.cimaglobal.com/Qualifications/Syllabus/)を参照

                                                        
11 直訳すれば「証明」とすべきであるが、内容を考慮し「入門」とした。 
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されたい。 

 ①に関係するインタビューから、CGMA に関して 3 つの特徴が明らかになった。すなわち、 

a) 実践的な内容である 

b) Case Study の試験が特徴的 

c) 受験希望者に様々な受験手段を提供している 

 CGMA の教材は、「3.4 GMAP における人的資源」で示した CGMA competency framework に基

づき作成されており、回答者は、実践的な内容であるとの印象を述べていた。受験勉強は、仕事

の上でも役立ち、特に、Financial Strategy と Risk Management の知識は役立ったとのことである。 

 CGMA 資格の上位 3 つのレベル（戦略、管理、業務）における試験は、ケーススタディであ

り、この試験では受験者に役割が与えられ、その役割に関係する出題がなされる。受験者は、上

位レベルの試験を無条件で受験できるわけではなく、上司から職歴に関する証明書を提出して

もらう必要がある。これは、CGMA が実務経験に基づく知識を求めていることを意味する。ま

た、上位レベルの試験は、ペーパーベースで行われ、これに合格するためには、論理的な思考を

表現できるような能力が必要になる。以上より、CGMA におけるケーススタディの試験は、実

践的であると考えられる。 

CGMA のような会計に関する資格は、日本の企業においては高く評価されていないが、海外

の企業では高く評価され、昇進する際も考慮されるとのことである。このため、資格取得を目指

す人は、在職しながら受験することになる。コンピュータ・ベースの試験が導入されており、こ

の試験についてはいつでも受験することができる。ケーススタディの試験は論述が中心である

が、年に 4 回受験する機会がある。前述したように、CGMA は 4 つのレベルに分かれており、

受験者はその中に設定されている科目を 1 つずつ受験することができる。このような仕組みを

採用することにより、受験者は実践的な知識を継続的に学習することが可能になる。 

 ②に関係するこのインタビューでは、回答者に事前に GMAP(2014)を読んでいただき、その印

象を述べていただいた。その要点をまとめると、「前半部分が理解しにくいのでは？」というも

のであった。GMAP(2014)の前半部分では 4 つの原則について一般的に説明されている。回答者

は、CIMA のシラバスに沿って受験勉強を行なっていたので、前半部分について理解することは

できたが、一般の人とっては理解しにくいのではないかという印象を持っていた。12一方、後半

部分については、原則が適用される実務領域が具体的に示されているため、理解しやすいという

印象を受けたとのことであった。 

 最後に、2018 年のインタビューから分かったことをまとめる。すなわち、CGMA は実践的な

資格であり、この資格を取得するプロセスで、会計専門家としてのキャリアに役立つ知識を得る

                                                        
12 Z 氏は、同僚（CGMA について何も知らない）に GMAP を読んでもらい、その印象を聞いたら、前半

部分がわかりにくい、とのことであった。 
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ことができる。GMAP の内容については、予備知識のないものにとっては、理解が難しくなると

いう傾向があることが、インタビューから分かった。 

 

4.2 実務家による GMAP の評価（2019 年のインタビュー） 

 2019 年のインタビューの目的は、GMAP に関する率直な評価を聞くことである。GMAP(2014)

において原則の適用対象となり企業は、比較的規模の大きいグローバルな企業であるように思

える。今後、GMAP の適用可能性を考えていく場合、GMAP(2014)で適用対象と考えられていた

企業以外の実務家の意見を聞くことは意味がある。そこで、2019 年のインタビューでは、職歴

の異なる 3 タイプの実務家を選び、インタビューを行った。彼らのプロフィールは以下のように

まとめることができる。 

 A 氏 B 氏 C 氏 

職歴 海外の企業・日本の企業（外資

系）で CFO として長年の経験

を持つ 

経理担当者として 10 年以上

の経験を持つ（国内上場企業

8 年、海外関連会社 3 年、国

内上場企業 2 年 

中小企業に詳しいコンサル

タント。税理士として 35 年

以上、公認会計士として 8
年以上の経験 

学歴 MBA（海外・日本） 会計修士 会計修士、博士（経営学） 

資格 Certified in Finance Management, 
CMA, USCPA, Certified Internal 
Auditor, Certified Corporate 
FP&A Professional, Certified in 
Strategy & Competitive Analysis 

USCPA、CMA、日商簿記 1 級、

建設業経理士 1 級 
税理士、公認会計士、

Certified Financial Planner
（CFP®）、一級ファイナン

シャルプレンナー技能士 

表 4.1 インタビュー回答者のプロフィール 

 A 氏は海外企業・外資系企業においてキャリアアップを重ね長年働いてきた。この意味で、A

氏の勤務してきた企業には GMAP の適用できる状況が存在するものと考えられる。GMAP(2014)

では、管理会計システムを実際に運用していく際 CFO の役割が重要であることを指摘しており、

A 氏からは、CFO の立場から GMAP に関する意見を聞くことが期待できる。A 氏はまた

CMA(Certified Management Accountant)の資格を持っており、IMA の Competency Framework（第 5

章参照）に関する意見も聞くことが期待できる。 

 B 氏は日本の企業において経理担当者として長年の経験があり、日本企業の管理会計システ

ムに精通している。B 氏からは、日本企業への GMAP の適用可能性に関する意見を聞くことが

期待できる。 

 C 氏は税理士としての経験が長く、現在は中小企業を対象とするコンサルティングを行って

いる。C 氏のコンサルティング業務の中心は BSC の導入であり、中小企業における管理会計シ

ステムに精通している。C 氏からは、中小企業における GMAP の適用可能性に関する意見を聞

くことが期待できる。 

 Z 氏は、GMAP(2014)の前半部分における GMAP の説明は一般の人には分かりにくいとの指摘
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を行なった。そこで 2019 年のインタビューでは、この困難を回避できるよう回答者の選択を行

なった。回答者には、英語版と日本語版の GMAP を渡し、インタビュー前に目を通しておくこ

とを依頼した。A 氏は海外で MBA 取得、B 氏と C 氏は大学院で英語のテキストを使い管理会計

を学んでいるので、三人とも十分な英語能力を持っており、英語版を十分に理解できるものと考

えられる。また、3 人とも会計に関する資格を持っており、会計に関して十二分な知識を有して

いるものと考えられる。以上より、3 氏からは、GMAP の内容を理解した上で意見をいただくこ

とができると考えた。 

 

4.2.1 A 氏へのインタビュー（2019 年 8 月 1 日） 

 GMAP に関して A 氏の意見を要約すると以下のようになる。 

a) 管理会計にこそ原則が必要 

b) 3 番目の原則（シナリオ分析とモデルを通じて、価値への影響が分析される）が実務

において重要 

c) 説明の仕方に工夫が必要 

 管理会計システムは国・業種・企業によって異なるため、管理会計担当者はどのような考え方

に基づき業務を行えばいいのかわからない、すなわち、自分の立ち位置が分からなくってしまう

傾向が大きくなる。このため、GMAP のような原則は、管理会計担当者の道標となりうるという

のが、a)の意味である。回答者は、国外・国内を問わず様々な業種で CFO を経験しており、こ

の経験から、a)のような意見が述べられたものと考えられる。この意見は、GMAP の今後の適用

可能性に対しても示唆を与えてくれる。すなわち、A 氏の意見は、今後グローバル化が進み、国

境や業種の垣根を超えて管理会計担当者が活動していく場合、GMAP のように管理会計に関す

る一般的な指針の重要性が高まっていく、ことを示唆していると考えられる。A 氏はまた、原則

が組織全体を繋げていく役割を果たしうるという意見も述べている。これも GMAP の今後の適

用可能性を考慮する上で重要な視点の 1 つとなりうる。 

 b)は、A 氏のこれまでの実務経験から述べられたものであり、A 氏が行ってきた仕事の文脈で

言えば、CFO が直面する様々な局面で表計算ソフトを用いて行う分析の重要性を示している。

この原則は実務的に重要であるにも関わらず、説明が不足しているのでは、というのが A 氏の

感想であった。A 氏はこの点に関連させて、c)についてもコメントしている。 

 A 氏も 2018 年のインタビューと同様に、原則の説明の分かりにくさを指摘している。多くの

読者は GMAP(2014)を読んでも、具体的に何をすればいいのか分からないのでは、というのが A

氏の指摘である。これを避けるためには、何らかのストーリー（シナリオ）を用いて説明を行え

ば原則を理解できる可能性があることを述べている。これも、今後 GMAP を実務へ浸透させて

いく上で重要な示唆といえる。 
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 A 氏は CFO の経験が長いので、CFO と管理会計担当者の役割について尋ねたところ、オーバ

ラップする部分が多いのでは、という回答であった。これは GMAP(2014)で述べられている、管

理会計システムにおける CFO の役割の重要性を確認できる回答といえる。 

 A 氏は CMA の資格を持っており、また、IMA の役員でもあるため、IMA の Competency 

Framework についても精通している。そこで、GMAP と IMA の Competency Framework の違いに

ついて質問を行った。その結果、「GMAP は意思決定という側面を重視しているの対し、IMA の

Competency Framework はマネジメント・コントロールに力点を置いている印象を受ける」との

コメントを得た。IMA の Competency Framework については次の章で詳しく述べることにするが、

CGMA と IMAという 2 つの管理会計に関わる団体が提唱している原理の違いに焦点を当てるこ

とは、今後の 1 つの研究の方向ともなりうる。 

 A 氏は、海外と日本の企業において CFO をつとめており、双方の事情に詳しいと考えられる

ため、日本企業における管理会計について質問を行った。その回答は「日本の企業では管理会計

担当者が活躍できる土壌がない。このような現状を打破するためには、CFO を養成することが

急務である。」というものである。これは、GMAP に関する評価とは直接関係ないが、今後、日

本企業の管理会計研究を行なっていく上で大きな意味を持つ示唆といえる。 

 

4.2.2 B 氏へのインタビュー（2019 年 8 月 13 日） 

 GMAP に関して B 氏の意見を要約すると以下のようになる。 

a) 内容については理解でき、同意できる部分もあるが、日本企業において利用されるか

どうかは疑問である。 

b) 企業の現状に危機感・問題意識を持っている人にとっては役立つのでは？ 

 B 氏は管理会計に関して、ビジネスの中心が意思決定にあり、管理会計は意思決定プロセスに

おいて重要な役割を果たす、という考えを持っている。B 氏はこれまでの経験から、日本企業の

マネジメントは管理会計情報を必要とする意思決定を行っているか、という点に疑問を持つよ

うになった。GMAP で示されているような管理会計システムは組織内に存在しないので、GMAP

が日本の企業で利用されることは難しい、と B 氏は結論づけたと推測できる。 

 B 氏は GMAP で示された原則そのものについては同意できる内容であるとしている。これは

適用可能な状況が存在していること意味しており、B 氏はそのような状況として、マネジメント

が明確な問題意識や危機感を持っているような状況を挙げている。このような状況で正しい意

思決定を行うためには、収集したデータを十分に分析することが必要であり、これは GMAP で

示される原則が適用されていることを示している。 

 B 氏は、GMAP を PDCA サイクルの中で考えていくことにより、多くの人から理解されるよ

うになるという意見を述べている。これは、Plan の段階で関連情報を収集し（原則 2）、この情
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報を分析し（原則 3）代替案の選択を行う。Plan を実行（Do）するため決定結果を組織内の人に

伝える（原則 1）。Check する段階で情報を収集し（原則 2）、目標と実際との比較を行うため分

析する（原則 3）。最後に、修正行動を行う段階（Act）で修正行動を組織内の人に伝える（原則

1）。この意見は、A 氏の指摘、すなわち、GMAP をストーリー（シナリオ）を用いて具体的に説

明することが有効であろう、という指摘に通ずるものがある。 

 B 氏はこれまで日本企業 3 社で働いてきた。そこで日本企業における管理会計について質問

を行なった。日本企業における会計担当者は、いわゆる経理担当者であり、GMAP で述べられて

いるような管理会計担当者は存在しない。経理担当者の業務は、帳簿から財務諸表を作成すると

いう財務会計領域の仕事である。予算作成もこの業務の延長上にある。管理会計は戦略を扱うセ

クションで担当することが多い。この意味で、管理会計の機能は限定的である。 

 さらに CFO に関する質問も行なった。その結果分かったことは、CFO の主要な業務は資金の

調達とその利用に関する説明である。この説明責任は近年ますます重視されるようになってお

り、CFO が企業における業務に関わらざるを得ないという状況が生じている。管理会計システ

ムが CFOをサポートする情報を提供できれば、CFOは有効に機能すると考えられる。それゆえ、

日本企業に管理会計を浸透させていくためには、CFO がキーとなる役割を果たしうる。以上が

B 氏の CFO に関するコメントであった。 

 

4.2.3 C 氏へのインタビュー（2019 年 8 月 7 日） 

 C 氏は、税理士・公認会計士といった国家資格を活かした業務とコンサルティング業務を行な

っており、その顧客は中小企業である。このため、C 氏は中小企業の管理会計に精通していると

考えられる。C 氏によれば、中小企業で公式に管理会計システムを保有している企業はほとんど

存在しないとのことである。このため、中小企業に GMAP を導入するという文脈で GMAP に関

するコメントを得るのは難しい。そこで、興味を持った原則について尋ねたところ、原理 4（ス

チュワードシップは信頼を築く）との回答を得た。 

 C 氏は BSC を中小企業に導入するコンサルティング業務を 10 年以上行ってきた。中小企業の

場合、規模が小さいことから、組織内のコミュニケーションはそつなく行われていると考えられ

ているが、実際、BSC の導入を成功させるためには、トップマネジメントと従業員、従業員間の

コミュニケーションが重要となる。適切なコミュニケーションを行うためには信頼が必要とな

る。この意味で、C 氏は原理 4 に関心を持ったとのことである。 

 C 氏は、税理士・公認会計士・コンサルタントという多様な業務経験を持つので、この経験に

基づき、今後、GMAP の適用が必要とされる、または、望まれる実務領域について質問を行っ

た。その結果、以下に示す２つの実務領域への適用が考えられるとの回答を得た。 

a) 内部統制(Internal control) 
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b) 戦略的な税管理(Strategic tax management) 

 C 氏は IPO(Initial Public Offering)に関する業務も行なっている。IPO を行なう場合、現在では、

上場する段階でリスクを考慮した内部統制のシステムが求められるとのことである。リスクへ

の対応は、企業や業種によっても大きく異なるため、GMAP のような原理は、内部統制システム

を構築する際の指針となる。また、今後、IPO 業務が増えることが予想されているため、内部統

制は、GMAP の適用が有効な実務領域といえる。 

 C 氏は税理士協会における研究部門に所属している。現在、税理士会は、将来的にグローバル

な観点から税金を検討していくべきである、との方針を持っており、海外の税制について積極的

に調査研究を行なっている。この実務領域は、税理士という立場から、将来的に見て GMAP の

適用が望まれる領域と考えられる。 

 

4.3 インタビューのまとめと今後の研究の方向性 

 ここでは、これまで行ってきた実務家 4 人に対するインタビューから今後の GMAP に関する

研究の方向性を探っていく。 

 2018 年の Z 氏のコメント「「GMAP に関する説明の部分が分かりにくい」を考慮し、2019 年

には十分な英語能力し、高度な会計知識を有する人を回答者として選び、事前に英語版も読んで

いただくよう依頼した。しかし、A・B 氏からは、Z 氏と同様のコメントを得ることとなった。

これは GMAP(2014)における説明自体に問題があることを示唆している。それゆえ、「GMAP の

説明が分かりにくい」という指摘は、GMAP を今後実務へ適用していく際には解決すべき事項

といえる。 

 A 氏は解決方法として、ストーリー（シナリオ）を用いた説明を提案している。B 氏は、PDCA

サイクルの中で説明するという案を提案している。これらの提案は、GMAP が適用されている

企業のケーススタディを行うという研究の方向性を示している。 

 GMAP が多種多様な国・組織・業種の人の意見を取り入れて作成されたという経緯を思い出

せば、A 氏による「管理会計にこそ原則が必要」というコメントは、GMAP が提案された背景を

理解するのに役立つ。さらに、これは、GMAP が提案された背景を検討することにより、今後

GMAP を適用できる状況を識別することが釜生になることを示唆している。 

 今回のインタビューから、CFO の役割が重要なものとなってきていることがわかった。B 氏

によれば、日本企業には公式に管理会計を扱う部署は存在しないケースが多い。しかし、このよ

うな場合でも、CFO という役職は存在し、管理会計に関連する業務を行っている。これは、CFO

の役割の調査を足掛かりとして、企業の管理会計システムにアプローチできることを示唆して

いる。このような調査を通じて、GMAP が適用される状況を識別していくことが可能になるか

もしれない。 
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 C 氏のインタビューから、管理会計において人間と人間の関係がいかに重要であるかという

点を再認識できた。中小企業の場合規模が小さく、大企業に比べ信頼関係を築きやすいと考えが

ちである。C 氏のコメントは、管理会計システムが存在しない状態へ管理会計システムを導入す

る場合（中小企業に BSC を導入するケースが該当）、重要なことは信頼関係である、ということ

を示唆している。これは、管理会計システムが稼働していない状態においても GMAP の適用を

考えられることを意味しており、今後、GMAP の実務への適用を調査する場合。原理 4（スチュ

ワードシップは信頼を築く）を足がかりにすることができることを示唆している。 

 C 氏は GMAP が適用可能な領域として 2 つの実務領域（内部統制、戦略的な税管理）を挙げ

た。これらの領域は、従来管理会計ではあまり扱われることのなかった領域である。これは

GMAP が管理会計以外の領域においても利用可能となることを示唆しており、より広範な文脈

で GMAP を俯瞰していくことの必要性を示しているとも考えられる。 
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第 5 章 IMA による Competency Framework 

 

5.1 管理会計基準の必要性 

 管理会計は財務会計と異なり、外部利害関係者の利害調整を行う必要性がなく、それぞれの企

業にとっての有用性が満たされればよい。したがって、管理会計手法は個々の企業の立場や考え

方に依拠するから、すべての企業で管理会計手法が同一になる必要はない。しかし、それぞれの

手法に関して指針となるような管理会計の基準はあってもよいだろう。 

 米国公認管理会計士協会(Institute of Management Accountants: IMA)は、かねてより Statements on 

Management Accounting(SMA)を発表しており、1990 年代には当時の SMA について西澤脩早稲田

大学名誉教授(前 IMA 東京支部会長)が 2 冊の翻訳書(西澤(1995a;b))を出版している。 

SMA は管理会計のベスト・プラクティスに関して、IMA が作成し、管理会計の専門家がチェ

ックをした出版物である。かつては SMA は紙媒体で出版されていたが、逐次ウェブサイトへの

掲載へと移行し、2019 年８月現在では 9 つの領域において 57 の SMA が公表されている(図表

5.1)。 

図表 5.1 IMA の SMA 

(1) Strategic Cost Management 
① Definition and measurement of Direct Material Cost 
② Developing an Effective Managerial Costing Model 
③ Conceptual Framework of Managerial Costing 
④ Implementing Activity-Based Costing 
⑤ Costing Methodologies and Cost Management Practices in China 
⑥ Tools and Techniques for Implementing ABC/ABM 
⑦ Implementing Activity Based Management: Avoiding the Pitfalls 
⑧ Lean Enterprise Fundamentals 
⑨ Designing an Integrated Cost Management System for Driving Profit and Organizational Performance 
⑩ Implementing Capacity Cost Management Systems 
⑪ Measuring the Cost of Capacity 
⑫ The Conceptual Framework for Managerial Costing 
⑬ The Accounting Classification of Workpoint Costs. 
⑭ Theory of Constraints (TOC) Management Systems Fundamentals 
⑮ Tools and Techniques for Implementing Target Costing 

(2) Performance Measurement, Incentives & Alignment 
① Enterprise Performance Management 
② Accounting Systems 
③ Ability and Future: Effectiveness of Management Accounting Practices in Chinese Enterprises 
④ Tools and Techniques for Implementing Integrated Performance Management Systems 
⑤ Improving Federal Costing for Better Decisions 
⑥ Enterprise Performance Management and the Role of the Management Accountant in India 
⑦ Strategic Alignment for Driving Superior Business Results: Using Hoshin Kanri to Link Lean 

Initiatives with Business Strategies 
⑧ Accounting for Lean Enterprise 

(3) Risk Management 
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① Forensic Analytics and Management Accountants 
② Enterprise Risk Management Tools and Techniques for Effective Implementation 
③ ERM: Tools and Techniques for Effective Implementation 
④ Understanding Financial Instruments 
⑤ Implementing an Effective Risk Appetite 
⑥ Strategic Risk Management 
⑦ ERM: Frameworks, Elements, and Integration 

(4) Operations, Process Management & Innovation 
① Implementing Integrated Supply Management for Competitive Advantage 
② Managing Quality Improvements 
③ Implementing Shared Service Centers 
④ Tools and Techniques for Implementing Integrated Supply Chain Management 
⑤ Implementing Process Management for Improving Products and Services 
⑥ Managing the Total Cost of Global Supply Chains 

(5) Planning & Analysis 
① Customer Profitability Management 
② Key Principles of Effective Financial Planning and Analysis 
③ Effective Benchmarking 
④ Delivering Business Value The Role of FP&A in Execution 
⑤ Business Valuation 
⑥ Value Chain Analysis for Assessing Competitive Advantage 

(6) Business Leadership & Ethics 
① Behavioral Aspects of Cost Management 
② IMA Statement of Ethical Professional Practice 
③ Values and Ethics – From Inception to Practice 
④ Managing Organizational Change in Operational Change Initiatives 
⑤ Increasing Employee Engagement in Organizational Sustainability Efforts 

(7) External Reporting & Disclosure Management 
① Flexible Budgeting Applied to Sustainability Measurements 
② 0hZ  
③ Integrated Reporting 
④ The Evolution of Accountability: Sustainability Reporting for Accountants 
⑤ Unrecognized Intangible Assets: Identification, Management, and Reporting 
⑥ Implementing Corporate Environmental Strategies 

(8) The Future of Management Accounting 
① IMA Management Accounting Competency Framework 
② Definition of Management Accounting 
③ Redesigning the Finance Function 
④ Tools and Techniques for Redesigning the Finance Function 
(9) Technology Enablement 
① Developing Competitive Intelligence Capability 
② Developing Competitive Intelligence Capability 

(IMA のウェブサイトより報告者作成) 

 

これらのうち、The Future of Management Accounting セクションに分類されている IMA 

Management Accounting Competency Framework (2019 年版)が GMAPs と類似した内容を表して

おり、管理会計担当者に必要なコンピテンシーを示している。これはきわめて重要であると言え
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る。なぜなら、管理会計手法や管理会計の概念に関しては、多かれ少なかれわが国での多くの書

物で触れられており、さほど目新しい内容ではないが、わが国の企業では、各階層(ロアー・ミ

ドル・トップ)における管理会計担当者の明確なスキルセットが示されることはほとんどないか

らである。わが国では、各階層の管理会計担当者に求められるスキルセットは何か、昇進や昇格

に必要なスキルセットは何かを明確にすることなしに、きわめてあいまいな昇進・昇格が行われ

てきたのではないだろうか。 

ここで特に必要なのは partnering という概念である。そもそも IMA が 2008 年に発表した管理

会計の定義には、「経営者の意思決定のパートナーとなる」(・・partnering in management decision 

making, ・・・)(IMA, 2008, p.4)とあり、意思決定が行われている場に参加し、そこでしっかりと

した議論を行うことを含んだ専門的職業が管理会計なのである。ややもすると、わが国では、管

理会計は意思決定や業績評価に関連する財務情報を作成する機能と考えられることもあるが、

実際にはそうした情報の作成のみならず、ビジネスを理解して意思決定に際して意見を述べ、議

論する立場にいなければならないのである。 

 

5.2 コンピテンシー・フレームワーク 

 コンピテンシー・フレームワークは図表 5.2 にある通りであり、６つのドメインが置かれてい

る。 

図表 5.2 コンピテンシー・フレームワーク 

 

出典(IMA, 2019, p.4) 
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「戦略、計画立案および業績」では、将来を描き、戦略計画を策定するプロセスを導き、意思

決定の手引きを行い、リスクを管理し、業績をモニターするために求められるコンピテンシーが

示される。「報告とコントロール」では、適切な基準や規則に従って組織の業績を測定し、報告

するために求められるコンピテンシーが示される。「テクノロジーおよび分析方法」では、組織

の成功確率を高めるためにテクノロジーを管理し、データを分析するために求められるコンピ

テンシーが示される(IMA, 2019, p.5)。 

 「ビジネスの洞察力および業務」では、企業全体の業務を返還するため、機能横断的なビジネ

ス・パートナーとして貢献するために求められるコンピテンシーが示される。「リーダーシップ」

では、組織目標を達成するため、他者と協働しチームを触発するために求められるコンピテンシ

ーが示される。「専門家にふさわしい価値観と倫理観」では、持続可能なビジネス・モデルに不

可欠である、専門家にふさわしい価値観、倫理的行動および法律遵守を示すために求められるコ

ンピテンシーが示される(IMA, 2019, p.6)。 

 それぞれのドメインには、ドメインに求められる４つから８つのコンピテンシーを設定して

いてそれぞれのコンピテンシーに関して、Limited Knowledge、Basic Knowledge、Applied 

Knowledge、Skilled、Expert の５つのレベルが置かれている。 

 たとえば、「ビジネスの洞察力および業務」ドメインには、コンピテンシーとして産業に特有

な知識、業務の知識、品質管理および継続的改善、そしてプロジェクト・マネジメントの４つが

置かれている。そのうち、産業に特有な知識については、図表 5.3 のように５つのレベルに必要

な内容が記載されている。 
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図表 5.3 コンピテンシーの 5 つのレベル 

 

出典(IMA, 2019, p.32) 

 

5.3 GMAP とコンピテンシー・フレームワークの適用可能性 

 

(2)コンピテンシー・フレームワークの適用可能性 

 コンピテンシー・フレームワークの適用可能性については、2019 年 7 月 15 日に IMA 東京支

部における研究会で、3 名の実務家と 1 名の研究者がパネル・ディスカッションを行った。参加

者は Johnson & Johnson K.K. ビジネスユニット・ファイナンス シニアマネジャーの小西晋也

氏、㈱リクルート経営企画室事業統括部長の三木久生氏、インテグラート株式会社 エグゼクテ

ィブコンサルタント・ストラットコンサルティング株式会社 代表取締役の池側千絵氏、そして

早稲田大学の清水孝である。以下の内容は、同日の各氏の報告資料および報告内容をまとめたも

のである。 

 まず、J & J の小西氏は、同社のグローバル・ファイナンス・コンピテンシー・モデルについ

て紹介を行い、より優れた財務のパフォーマンスを実現すること、優れたリーダーを育成するこ

と、財務の高潔性とコンプライアンスを保証することを目的とする、FP&A に携わる人々のコン

ピテンシーについて具体的な記述があるモデルをすでに活用していることが報告された。 

 リクルートの三木氏からは、同社のカンパニー・パートナー(CP)について報告があり、CP は

必ずしもファイナンスの専門家ではないが、カンパニー長のディスカッション・パートナーであ
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ることが報告された。さらに、CP が自ら持つべき知識について確認したり、本社が指導したり

するのに、コンピテンシー・フレームワークは有用であるという意見が出された。 

 池側氏はコンサルタントの立場から報告され、日本企業の管理会計業務を高度化するために

は、まず、CFO ポジションを創設し、CFO の下に FP&A 部門(経営企画)と経理財務部門を置き、

CFO がこれを統括し人事交流も行うこと、事業部や部門に管理会計担当者(コントローラー等)を

置いて CFO にレポートさせること、FP&A にコンピテンシー・フレームワークなどを活用して、

管理会計の知識や経験を積ませることなどが必要であることを主張された。 

 以上三氏の他にも何人かの日本企業の経理マネジャーにヒアリングを行った。外資系企業の

場合には、マネジャーの機能および階層によって要求されるコンピテンシーは明確にされてい

る。これに対して、日本企業では何ができれば上位のマネジャーになれるかといった点は明らに

されていない場合が多く、暗黙のうちに了解されてはいるにすぎない。これは、日本企業の管理

会計人材を閉鎖的にさせている、すなわち、ある企業の管理会計担当者が他社に移ってもなかな

か実力を発揮できなくなる原因のひとつでもある。 

 もちろん、個々の企業が置かれている環境や組織文化などは異なるため、管理会計システム全

体は企業ごとに異なるであろう。しかし、管理会計担当者が持つべき能力や適格性については共

通である部分が多いはずである。管理会計の領域にどのようなものがあり、それぞれの領域では

組織階層ごとに何が行われるべきかを企業が確認し、教育し、そして実行するための指針として

こうしたフレームワークを適用すべきものであると考える。 

 

参考文献 

Institute of Management Accountants(2008) Definition of Management Accounting, 

http://www.imanet.org//-/media/6c984e4d7c854c2fb40b96bfbe991884.ashx?as=1&mh=2 

00&mw=200&hash=4E6AF697C021AA3EB0C358AE6FE2AEB1BCA992DE(2019 年８月 20 日最終

閲覧) 

Institute of Management Accountants (2019) IMA Management Accounting Competency Framework, 

https://www.imanet.org/insights-and-trends/the-future-of-management-accounting/ima-management-

accounting-competency-framework?ssopc=1(2019 年 8 月 13 日最終閲覧) 

西澤脩(1995a)『IMA の原価管理指針』中央経済社． 

西澤脩(1995b)『IMA の管理会計指針』中央経済社．  

 

 

  



 40 

第 6 章 むすび 

 

 ここでは、章ごとにその内容をまとめることにより、本プロジェクトの成果・貢献について触

れていく。 

 第 2 章では、GMAP に関する資料をドラフト段階から精査することにより、GMAP がどのよ

うに作成されてきたかを検証している。そのプロセスにおいて、管理会計の機能・原則・定義に

ついて変更があったことを明らかにしている。これは、GMAP が管理会計に関わる様々な人々

の意見を取り入れて構築され、将来的にもこのような形で展開・発展していくことを意味してお

り、今後 GMAP の研究を行う際の有用な示唆となりうる。 

 第 3 章では、GMAP(2014)に基づき管理会計の機能と GMAP 目的を説明した。さらに、管理会

計の 4 つの機能（人、原則、業績システム、実務領域）それぞれについて説明した。特に、原則

については、本報告書における分析の中心と考えられるので、適用可能な実務領域を示しながら

詳細に説明した。なお、この章における説明は、本報告書を GMAP に関する資料として利用で

きるよう、GMAP(2014)における説明を可能な限り再現する形で行っている。 

 第 4 章では、実務家へのインタビューを行っている。ここでは、管理会計に携わっている実務

家 4 人から GMAP に関する印象、適用可能性に関する多くのコメントを得た。また、日本企業

における管理会計システムの現状、CFO の役割についても有益なコメントを得ることがきた。

さらに、これらのコメントから GMAP に関する研究の方向性を示すことができた。 

 第 5 章では、IMA による Competency Framework に GMAP と類似点があることに着目しなが

ら IMA の Competency Framework について調査を行い、管理会計においては partnering という概

念が重要であるということを指摘している。また、Competency Framework 上のドメインで必要

とされる Competency についても触れている。さらに、パネル・ディスカッションを通じて 3 人

の実務家から Competency Framework の適用可能性について意見を聴取した。 

 グローバル化・多様化の時代において管理会計実務を研究・調査していくためには、実務を統

合するようなフレームワークが必要になる。本プロジェクトの目的は、このようなフレームワー

クを見出していくことであった。GMAP はその有力な候補の一つであり、本報告はその意味で

GMAP に焦点を当ててきた。 

 本プロジェクトの目的を考えた場合、2 年という研究期間を超えて研究していくことが必要と

なる。本プロジェクトは、当初予定された内容を全て実施することができなかったが、今後の研

究の第一段階として一定の成果を収めたものと、私たちは考えている。今後、実務を統合するフ

レームワークに関する研究が行われることを期待したい。 

 最後に、私たちの研究プロジェクトを支援いただいた日本管理会計学会、そして、貴重な意見

を述べていただいた実務家の方に謝意を表したい。 
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